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営者たることをやめる。
　注（1）Koontz，H．，Toward　a　Un愉ed　Theory　of　Manageme此　A　Symposium
　　　he1d　at　the　Graduate　Schoo1of　Business　Administration，University　of
　　　Ca1ifornia，Los　Angeles，New　York，1964一
　　（2）Gutenberg，且，Untemehmens抽hrmg・Organisation　und　Entscheidungen
　　　1962，S．20．小川測・二神恭一訳，企業の組織と意思決定，ダイヤモンド杜，昭
　　　和39年，14頁o
　　（3）Gutenberg，a－a，0．，S．23一訳，18頁。
　　（4〕Newman，H－N一，Administrative　Action．The　Techniques　of　Organization
　　　and　Management．Prentice－Ha1l，Englewood　IIedi七1963，p，4，5．高宮督監
　　　修・作原猛志訳，経営管理，有斐閣、昭和33年，4，5頁。
　　（5）Newman，op－cit．，P・39．訳35頁o
　　（6）Newman，op．cit。，P．40．訳37頁o
　　（7〕　Terry，op．cit。，P．52．
　　（8）　Terry，oP．cit．，P．278．
　　（9）Mel1erowicz，a．a．O。，S－61．
　　⑩　Fischer，a．孔0、，S．5、
　　⑪　Sandig，a．a．O．，S．15．
　　⑫　Brech，E．F．L。，Managem，ent，its　Nature　and　Signi丘cance，London，1948，
　　　P．66．
3．目　的　設　定
　経営政策の内容が，目的を設定し，それを達成するための手段を選択するこ
と，つまり意恩決定を下すことである点については，すでにふれた通りである。
そこで，目的を設定し，それを達成するための手段を選ぶというのはいかたる
ことか，両老はどういう関係にあるか，という問題が，さしあたり概括的に，
機能的側面にかぎってとり上げられなげれぽならないだろう。
　目的設定とは，ここでは，組織成員の全体的努力に目標をあたえ，かれらの
活動方向をしめすことである。それは企業にとって，その生産活動と市場活動
のためた一般的方向を種立することにほかならない。それは企業の意思の表明
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でもある。一方，手段選択は，一定の目的を達成するためのいくっかの手段の
あいだで，選択をおこなう場合に生ずる。それは，まさに意思決定である。意
思決定は・いくっかの可能性のあいだで選択をおこなうさいに・かならず生ずる
のであ飢サイモソがのべているように，r選択」とr意思決定」は同義語であ
る。多くの場合，目的設定も，いくっかの目的のあいだの選択をおこなうので，
また意恩決定を意味する。だから目的設定と意思決定も分離できない，むすび
っいたものである。そこでメレロウィヅチのように，経営政策とは基本的な意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　111思決定だと規定することができるし，その方が明確でもある。けれども，企業
の意思決定がすべて経営政策的決定では在い。目的設定を中心とした意思決定，
管理決定が，ここでは問題である。
　目的設定はより一般的性質のものであり，そこから基本的原則（principle），
いわゆる指導的原則が生れうる。たとえぱ最大利潤の獲得，経営総資本利益率
の極大化，60パーセソトのマーケヅト・シェアの確保などであろう。こうした
目的設定は，ある領域におげる意思決定の基礎でもある。それはまた特殊なも
のとなることもある。たとえぽある地域での広告の強化，ある製品の改善，借
入金の縮小などがあげられる。目的設定が特殊なものとなるにつれて，目的設
定と手段の選定とは似通ってくる。
　目的は一たん設定されたならば，不易だというも’のでぼない。それは変更さ
れうる。むしろ状況の変化に応じて，変更亭れなけれぱならない。たとえぱ製
品ラインは・購買憤習・消費憤習・流行などの変化に即応して，変えられるべ
きである。このような目的の変更も，経営老のきわめて重要な職務である。
　目的の設定にさいし，将来の目的（Fem・ie1）と手近の目的（Nabzi・1）を大
　　　　　　　　　　12〕別することも重要である。将来の目的は，経営政策の理念，経営者のビジョソ
から生じ，それを土台としてい飢それは文字通り企業の将来にわたる，きわ
めて遠大たものであり，場合によってはフィヅシャーのいうように，理想的な
ものでさえある。したがって将来の目的は一挙に逢成されない。このため，そ
　54
55
主要目的
部門目的
第　　三　　表
　　　企業全体
「生産と販売でZ杜に打ち勝つ」
　　↓
販売都門
　　↓
生産部門
「本年の11月1日
までに，1O万個の
A一ぞ刎3の完成晶
をつくる」
　　↓
人事部門
　　↓
財務部門
課の目的
　　　　↓
　　資　材　課
「見積りをおこない，
付け値を比較し，時闇
計画614の全品圓を注
文L，引き渡しまでフ
ォロ・アップする」
　　　　↓
　製造課部
「セクションの責任者
たちに対し生産分担額
を用意しあたえるo資
材課には品目の調達を
つづけるように勧告
し，計圃管理課には，
製造時間計画およびフ
オロ・アツプ・フオー
ムを準備L発表するよ
うに勧告する」
　　　　↓
　計画管理課
r生産目的から要求さ
れる製造時間計画を届
意L，発表する」
班の目的
第　　　　班
　　　　↓
　　第　　2　班
「つぎのものにつき，
30万個製造する
No，6517月15目まで
No．6538月4目までNo．8779月22目まで」
　　↓
第　3　班
個別目的
　　↓
従業員A
　　　↓　　　　　　　↓　　　　　　　↓　従業員B　　従業員C　　従業員D
r週48時聞はたら　　「週44時間はたら
き，371C部品を　き，948部品を時
時間あたり平均75　間あたり平均40個
個つくる」　　　　つくる」
　　（Terry，Pr三ncip1es　of　Management，p．37）
れを順次達成するための，一連の手近な目的が設定される。それはより速かに
達成されうるもので，達成しようとする意思を促がし，経営政策を一そう柔軟
に，活動的なものとする。
　ところでこの場合，企業内の諸目的のあいだに。上下関係ないし目的一手段
関係をみい出そうとし，こうした考え方をおLすすめると、サイモソのいう臣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55
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的体系（hierarchy　of　obj・・ti・・s）が生ずることにな飢各下位目的は，より究
極の，より包括的た目的に貢献する。この考え方に立って，テリーは具体的な
　　　　　　　　　嶋〕説明をこころみている（第三図参照）。大とえぱ，この企業の主要目的は，「生
産と販売で，Z杜に打ち勝っ」というものである。このことは，生産部門にと
って，r本年の11月1目までに，10万個のA－6243の完成品をっくる」とい
う都門目的となる。この部門目的は，製造課にとって，「セクシ亘ソの責任著
たちに対し生産分担額を居意し，あたえる一」というかたちとなる。またそれ
は資材課には，r品目の調達をつづけるように勧告する」，計画・管理課には，
「製華時聞計画およびフォ7・アップ・フォームを準傭し，発表するように勧
造する」というかたちとなる。さらに製造課の第二班には，製造対象，個数、
期限にっいて，一そう明確な目的があたえられる。さいごに製造課の従業員に
は，「週48時間はたらき，371C部品を時問あたり平均75個っくる」という，
測定可能たかたちで，個別目的があたえられる。現場の旋盤工にとっては，さ
きにあげたような主要目的はほとんど意味がなく，それはかれの課業のうえで，
意味深いかたちに翻案されなげれぱならないわけである。
　ところでこれらの場合，それぞれ下位目的の達成は，すぐうえの目的の業績
に貢献すべきものであり，そのゆえに，企業にとって，完全に統合され，調和
した目的のパターソがなげればならない。
　ところで企業の目的設定は，経営・管理老の個人的目的，たいし従業員のそ
れとも一致し，調和することがのぞましい。もしも企業ないし職場の集団目的
とその成員の個人的目的の一体化（identi丘Cati㎝）が達成されるならぱ，アメリ
カに牟ける実証的研究の結果がLめしているように，真の意味での協働チーム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　141が生じ，目的はきわめて効果的に実現され机逆に，目的の背馳は，達成され
るはずの経済性をもうしなわせる。
　ところで企業の目的設定は，これを意思決定としての側面からみるとき，ト
ヅプ・レベルと，ミドルないしロア・レベルでは重要な租違点のあることに注
　56
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意しなけれぱならない。サイモソらによると，意思決定には，イソフォーメー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　151ショソとの関連において，三っの状況が識別される。すなわち・
a）ある経営政策的決定が，一義的に成功し　（確実性），しかもその成功がま
ったく予知されているとき　（完全なイソフォーメーショソ），それは確実性の
もとでの意思決定（直nt・cheidu㎎㎜ter　Sich㎝heit）である。確実性のも’とで決
定する場合，ひとっの繕果のみが可能である。それは確率1（100パーセソト）
であり，したがってまったく確実であ、る。ほかの結果は確率0であり，可能性
はまったくたいo
b）ある意思決定が，ただひとつの結果ではなく・いくっかの結果を生むが・
そのさい，それぞれの結果がどのような確率で生ずるかがわかっている場合・
危険のもとでの決定（Entscheidmg㎜ter　Risi㎞）が問題と底る。そのさい，1
の確率（100パーセソト）をもっひとっの緒果ではなく・種々の確率をもろた
いくつかの結果を生む確率分布が生ずるのである。危険のもとでの決定のさい
の確率分布にぼ，統計的研究が可能である。したがってそれは・統計的確率ま
たは客観的確率とよぱれる。
C）ある意思決定の結果が状況しだいで変るという場合，しかもどのようた結
果が生ずるかにっいて，客観的確率も他の知識もないとき，不確実性のもとで
決定（Entscheidmg　unter　Unsicherheit）がおこたわれる。こうした場合，主観
的確率やゲーム理論が役立っことが多い。この主観的確率とは・客観的確率の
主観的な評価の結果である。といえる客観的な確率分布をきめるための客観的
在根拠が存在したい場合，企業はこの種の評価をおこたわ在けれぽたらたい。
なお，不確実性のもとでの決定という場合，一般にたんらの確率も存在したい
ことがある。まったく不確実なときには，試行錯誤によって，なにほどかの認
識をうる以外にみちは淀いであろ5。
　これら三つの決定状況のうち，はじめの二っの決定モデルは，経営組織のミ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6〕ドルないしロア・レベルでおこなわれる意思決定の特徴である。これらの意思
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5フ
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決定のさい，イソフォーメーシ亘ソは完全であるか，ないしそれに近い状態に
あり，モデルの作成またはブログラミソグが可能であ飢したがってこれが解
決のためには，オペレーショソズ・リサーチその他の手法を用いることが可能
である。けれども，さいごの決定状況の場合，論理的・合理的た解決は，ほと
んど期待できない。そこは論理的な科学のアプローチを損む領域であり・意思
決定をおこなうひとの特殊な資性やカソに頼らざるをえない。経営組織のトヅ
プ・レベルにおける意患決定は，まさに，このような不確実性のもとでの決定
にほかならないo
　経営政策の決定，とりわけ経営組織のトヅプ・レベルでの経営政策的決定は，
合理的・論理的次元でのみおこ恋われる事柄ではない。この場合，非合理的要
素が介入してくるのであり，たとえ合理的な意思決定過程の図式がうきぽりに
されうるとしても，結局において，経営政策的活動は，科学的アプローチを拒
むのである。すでにのべたように，経営者は目的を設定し，意思決定を下さた
けれぱならないが，その場合にかれは，市場の状況，自杜ρ状態・あたえられて
いる手段を創造的にむすびっけたけれぱならない。しかもそのさい・問題の合
理的解決をゆるすのに十分なイソフォーメーショソは存在しないのであ飢企
業家的理念，経営政策の理念の本質は，このような状況下での手段の創造的結合
にあるといえる。そしてこの場合，経営者のカソや資性が大きな役割を演ずる
のである。こうした関違にっいて，シュムペーターはつぎのようにのべている。
「恰も或る一定の戦略的位置にっくときは仮令一定の行動をとる為めに獲らる
べき与件が欠けてゐても其のまま行動が開始されねばならぬと同じく・経済生
活に於ても亦仮令生起すべき事物が其の細目に季るまで充分に知悉されてゐな
くとも行動が始められねぱならない。弦では事の成果は総て『洞察』の如何に
懸る，即ち夫れは事物が未だ基礎づげられてゐない瞬間に於てすら猶ほ能く後
目の経験が確証するが如き仕方に於て之れを見るところの能力，一或いは人が拠
　58
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って以て行動すべき根本原貝日に就て何等の成算をも持ち得ない場合に於ですら，
否，正に期かる場合に於てこそ，本質的恋るものを確実に把握し非本質的なる
ものを全く除外するが如き仕方に於て之れを見るところの能カの如何に懸るも
のである。徽底的な準備工作と事実知識，知的理解の広さ，論理的分析の才能
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　π1さえも場合によっては失敗の源泉と底ることもあるであろう」。
　グーテソベルクも，第四の要素たるr管理要素」（dispOsitiver　Faktor）が非
合理的なもの，合理的なもの，形成的・実行的なものという三っの層に根ざし
ている点を指摘し，「……経営政策的構想のもつ推進力および力と起動性に注
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹目するとき，管理要素が根ざす非合理的な層が現われる」としている。かれに
よれば，経営政策上の意思決定は，その決断をおこたう人間の個性から生れる
のであり，それは全然合理性のなかに溶解することは在い。そこで意思決定過
程が合理的に図式化されるとしても，経営政策的問題に対する科学的アプロー
チには，大きな制約のある点が注意されなけれぱならないのであ飢意思決定
そのものは，個人的思催および行動様式の秘密だからであ飢この点でフィソ
ツェソも「経営政策には本能（Instinkt），とくに営業本能がつきものであって
　　・1．調整，2．正しいことを正しいといい，またノーといえる術，3．期
待能力・4．有利な状況の把握・5。準備・6、景気循環への企業活動の適硲
　　　ωがはいる」としているが，これら六つのものは，いずれも非合理的存在にほか
ならない。グーテソベルクは，こうした意味で，「経営・管理には，いわゆる
科学といえるようたものは存在しない。責任ある都門が，企業にとって幅広い
しかも正しい決定をおこ恋うこと，この技術は，原剣として教えることも学ぶ
こともできない」とのべている。けれどもかれは続けて，「科学的な取扱いの
近づきうる企業管理の問題は，かなり存在する」としている。小論においても，
ζの点にかんするかぎり，グーテソベルクとほぽ同じ理解であって，この基本
的認識に立ちながら，経営政策的た諾間題をとり上げるっもりである。
注（1）Mel1emwic冤，a．a．O．，S．脇
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壬2）　Sandig，a－a．O．，S．22；Fischer，a．a．，0．S．19此
｛3）　Ter町，op．cit一，P．37。
（4）　March，工G．and　Simon，H．A．，Organizations，Pittsburgh，1958，P．66．
（5）March　and　Simon，od－cit．，PP－00；Gutenberg，a・a・0・，S・77乱　訳78頁
　以下o
（6）Gutenberg－a．a－O。，S．160乱　訳189頁以下o
（7）　Schumpeter，J。，Theorie　der　wirtschaftlichen　Entwick工ung，4Au乱1934，
　S．125．申山伊如郎・東畑精一訳，経済発展の理論，岩波書店，昭和26年，209
　頁o
（8〕　E－Gutenberg，Grund！agen　der　Betriebswirtschaftslehre　Bd．I．Die　Produk－
　tion－8／gAun－Berlin－G6ttingen－Heide1berg，1963，s－8．溝ロー嬢・高田馨訳，
　経営経済学原理，第1巻生産編，千倉書房，昭和32年，8頁。
（g）Gutenberg，Untemehmensf泌rung，S・V・訳V頁。
⑩　W・Hintzen，Denkfehler　in　der　Untemehmenspolitik，Ddsseldorf，1961，S．
　90．
4　経営政策の構成
　経営政策はどのように分類されるか。分類の基準ないし観点はいくつもあっ
て，さまざまな分類が可能である。げれども結局において，経営政策には一般
的な，唯一最善の体系はないように思われる。現実の企業には，そのおかれて
いる状況に照応するような，独自の経営政策の構成がある筈であり，またなげ
れぼならない。だがここで，経営政策にはいかなる分類の基準ないし観点があ
るか，またそうしたなかにおいて，個々の経営政策はどのような座標を占めう
るかという点にふれることは，企業が個カの政策をおしすすめるうえで非常に
有効であろう。以下，基本的た分類の基準ないし観点にっいて，若干のべてみ
よう。
1．まず，経営政策の全体領域は経営外都的ないL市場志向的領域と，経営内
　　　　　　　　　　　　　　　ω都領域という二大分野に区別される。っまりr政策の影響する方向」によって・
　　　　　　　　　　　　　　121外部政策と内都政策が区別される。市場志向的な経営政策は調達領域と販売領
域にかんするものである。財務・投資政策，信用政策，利益政策，調達政策・
　60
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　　　　　　　　　　　　　　　　経営政策
　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　市場志向の経営政策　　　　　　　　経営内部に志向する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経営政策　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　調達■市場　販売，市場　経済ム領域　杜会ム領域
　　　　　　　　　　（Fischer，P凶itik　der　Betriebsfむhrung，S．36）
飯売政策，広告政策，価格政策などがこれにはいる。経営内部に志向する政
策には，経済的性質の意思決定のほかに，経営における杜会的関係に直接にか
かわり合う意思決定もふくまれる。経営内部に志向する政策としては，組織政
策，人事・杜会政策，生産政策，減価償却政策，住宅政策，計算政策たどが属
する。ただ両者の境界線はかならずしも明確ではなく，財務・投資政策，信用
政策，組織政策たどは両者にまたがっている。
2．企業が技術・経済的局面と社会的局面に識別されるのに応じて，経営政策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1割はまた技術一経済的経営政策と社会的経営政策に大別される。後者は経営的杜
会政策（b・t・i・bli・he　S0・ia1politik）ともよぱれ，人事政策や福利厚生政策などが
これにはいる。ポヅトホフによると，この識別はあくまでも思惟上のことであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1割って，両部分は現実にはむすびついたものである。ただこうした識別，ならび
に経営的杜会政策の強調は，企業の本質を杜会的構成体（so・iale・Gebilde）とし
てとらえる思考が，そこにっよくはたらいていることをしめしている。人間共
働の形武秩序がすべての経営活動の基礎的前提であるとする考え方，あるいは
資本とたらんで，労働の主体性が顧みられるべきだとする主張が，そこにうか
び上っているように思われる。
3．また経営政策は，ピーターセソとプロウマソによると，他律的政策（impo－
sed　po1i・ie・）と，懇講による政策（・pp・aled凶i・i・s）と自律的政策（o・igi皿ated
　　　　　　　　　14〕poli・i・s）に分けられる。自律的政策とは，政府，同業者団体，労働組合のよう
な外部の勢力の結果として生ずる政策である。外部勢力の種々の統制や要請が，
企業の政策に加わり，大きな影響をあたえる。第二の懇請による政策とは，あ
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　る経営・管理者が，例外的事態をどう取り扱うかについて，その上司に懇講す
　るときに生ずる。第三の自律的政策というのは，経営・管理者みずからが，企
　業を経営・管理するうえで，部下にとって必要な政策をつくる場合に生ずる。
　ここでは，他律的政策は問題にならない。
4．ザソディヅヒはそのr経営政策論」のなかで，企業の構成（Aufbau　des
Betriebes）にかかわる管理決定，構造的な管理決定と，目常的運営（ユauf㎝de・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　帽1　Betrieb）にかんする管理決定，状況制約的な管理決定を区別している。前者に
は経営立地の選択，企業形態の選定，資金調達にかんする意思決定，経営組織
　の形態にっいての意思決定などがはいる。一方，状況制約的な意思決定という
のは，あたえられた与件状況から，企業にとって最善のものを引き出すために，
企業および市場において継続的に生ずる多数の意思決定をさす。たお，ザソデ
　ィヅヒの構造的な管理決定と状況制約的な管理決定という区分に相応するもの
　として，フィヅシャーの基本的決定（G・undsat・㎝tscheidu㎎）と日常的決定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6〕（R㎝tine㎝tscheidu㎎）という分類があげられる。またル・クートルも，一回か
　ぎりの意思決定　（・in㎜a1ig・Ents・heidm9）と継続的意思決定　（fortIaufende
　　　　　　　　　　　　　　　　　171Entscheidmg）という類別をしている。ただし，これらの分類は，管理決定の
識別であつて・かならずLも経営政策の分類とはならない点に注意しなげれば
ならない。なお時問的次元から・有効とされる期間の長短によって，長期的視
野の経営政策と短期的経営政策が区別される。一般には，長期的視野の経営政
策にもとづいて・短期的経営政策が設定される。けれども，ときには短期的政
策が・長期的視野の政策に変更を要求するような場合も考えられる。
5・ところで・経営政策のきわめて重要な分げ方は，経営組織のヒエラルヒー
にもとづく区別である。すなわち，イ）企業活動の全体をカバーする総括的方
針ないし全般方針（gene・・l　pOlicies）。これは杜長その他の全般経営老によって
、決定され乱口）部門方針（depa・tment　pO1iciるs）。全般方針の枠内において，
むしろそれを敷えんするかたちで，生産部門や販売部門gような，企業の講部
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門の目的設定，意思決定がおこなわれる。これは各部長が決定し，また執行の
責任をもっている。ハ）部課方針（minor　pOlicies）。さきの各部門に所属し，そ
の方針を遵守する部課に対して，より具体的なかたちで，それぞれの方針が設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幅〕定される。デービスも一般方針，主方針，副方針という区別をしている。一般
方針とは，組織全体の思考および行動に対する指針として役立てることを目的
としている行動の原則と規貝阯である。主方針は，組織の主要部門を対象とする
ものであり，副方針は，主要部門中の各種の組織単位，たとえぱ，部・課・係
・班等を対象とするものであるとしてい飢なお山城教授のいう最高経営政策，
　　　　　　　　　　　　　　　　　帽〕最高管理政策，部門管理政策という区分は，ヒエラルヒーを最高経営，統轄
（最高）経営管理，部門経営管理と考えることによって生ずる。
6．企業の主要職能内容にもとづいても，経営政策は大別される。たとえぱニ
ューマソがr典型的な企業経営の政策の大要」としてかかげている表は，主要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω職能にもとづく経営政策の体系として参考になろう。
　I　販売政策（sales　policies）
　　A　製品またはサーピス
　　　1　製品のタイプ
　　　2　製品の数量と種類
　　　3　製品の品質
　　B　製品の対象とたる顧客
　　　1　配給経路
　　　2　顧客のタイプ
　　　3　顧客層の大きさ
　　　4　顧客の所在地
　　C　販売価格
　　　1　競合製品価楕との関係
　　　2　製造・流通コストとの関係
　　　3　各製晶価格との関係
　　　4　数量と取引上の割引
　　　5　価格変動の頻度
　　　6　再販売価格の維持
　　D　セールス・プロモーション
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　　1　大衆が製品に魅力を感ずるような販売方法
　　2　広告の種類とその方法
　　3　個人の要請による方法
皿　購買政策（pr㏄urement　policies）
　A　所要の製晶を生産するのか，それとも購入するのか
　　1　再販売用としての商品の仕入
　　2　主材料を生産Lて，そのほかは外部から求める場合
　　3　原材料の白家生産
　　4　自家サービスの供給
　B　いつどの程産商品を仕入れるべきか
　　1　ストックのためとか，所要の予算上，または他の目的による購買の仕方
　　2　最小限度必要な在庫量
　　3　生産の進行度と購売注文の犬きさ
　　4　生産の安定性
　　5　価格変動の予想
　C　売手の選択
　　　1　売手の数
　　2　売手のタイプ
　D　生産工程
　　　1　基本工程の性質
　　　2　専門化の範囲
　　　3　機械化の範囲
皿　人事政策（persomel　po－icies）
　A　選抜
　　　1　．新入杜員の雇用
　　　2　従業員の昇進
　　　3　従業員の解雇
　　B　訓練
　　　1　葡1練の目的
　　　2　現場訓練の利用
　　　3　組織的訓練の併用
　　C　報酬
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一般市場のそれとの振含い
給料差の内都調整
金銭的報奨制の採周
D　従業員規程
　1　就業時間
　2　休暇
　3　労働条件
E　従業員の受ける特典
　1　杜交上，娯楽上の諸行事
　2　安全と健康
　3　年金
　4　団体保険
F　労使関係
　1　全杜的・全産業的契約
　2　苦情と仲裁
　3　労使の漉調
　4　その他の連絡方法
1V　財務政策（inancial　pOlicies）
　A　資本の源泉
　　1　所有者
　　2　長期債権老
　　3　短期債権者
B　資本維持
　1　危険の減少
　2　保険
　3　ヘツジソグ
　4　準傭金
C　収益の配分
　1　収益の持続
　2　配当率の安定化
　3　＋分な剰余金
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　ところで，これらの個々の経営政策にっいて留意すべきは，それらの目的設
定ないし意思決定のあいだに，全体としてのバランスが存在することである。
すでにのべたように，各企業には目的体系がなければならないのである。経営
老は全体的立場から，具体的状況に即応するように，個々の政策問を調整しな
ければならたい。たとえぱ経営者は株主に支払うべき配当のほかに，従業員の
安定した雇用と満足のいく労働条件，顧客の信用をかちうるサービスその他，
一般大衆との関係等にも深い関心をいだかなげればならないのであ飢とりわ
け技術的・経済的経営政策と経営的杜会政策との調整などはむずかしい。この
ような調整のさいに，経営政策上の意思決定が最適た効果を生むがためには，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω一般に，っぎの五っの原則が考慮されなげれぱならない。
（1）段階的調整の原則（Grmdsatz　der　stufenweisen　Abstimmu㎎）。これは，ま
ず各々の主要職能のなかで問題の調整をおこない，それから他の主要職能との
調整をするという原則である。たとえば販売部長は，まず販売上の諸問題を調
整したうえで，製造や財務との調整をしなげればならない。
（2）部分的意思決定の調整の原貝u（Grundsatz　der　Abstim㎜mg　der　Teilentschei－
dungen）。個々の主要部門が目的を設定したとき，つぎの調整段階としては，
これらの部分的意思決定が，全体として，再検討されなけれぱならたい。たと
一えぼトップ・レベルで，販売部の決めた広告政策が，のぞましい生産量との関
係で再検討される。
〈3）短期的な視点において主要た意思決定は同じ比重を占めている（Gr㎜dsat・一
des　gIeichen　Gewichts　d・r　HauPtentsch・idu㎎en　in　ku・・e・Sicht）。最終の調整段
階では，主要な意思決定（主要職能の領域におげる意思決定）は，たがいに根
本的には同じ比重をもっている。短期的た視点に立っと，販売優先とはいえな
～この場合，デターミナソトは市場の状況ではなく，企業のボトル・ネック
であるといえる。
（4）長期的視点では販売優先という原貝u（G・md・at・des　Vo・・a㎎es　der　Vertri・一
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あsgesichtsp㎜kte　in　la㎎er　Si・ht）が妥当する。長期的視点では，販売の観点が大
きな意味をもってくる。企業は生産や投資ではなく，販売市場によるその給付
の評価で生きているからである。短期的には，販売努カは生産，財務，購入な
どと調整させられる必要があるが，長期的には，逆に，ほかの職能は販売市場
の要請によって調整されなげれぱならない。
⑥　経済性優先の原則（G・㎜dsat・des　P・im・ts　der　Wi・tschaftIi・hkeit）。調整の
決定にとって尺度となるのは，期待される経済性である。ここでいう経済性は
ひろい意味であって，財務上の熟慮もふくまれる。持続的に期待される費用と
取益が重要である。
　注（1j　Fischer，a．a．α，S．35．
　　（2）R．C．Davis，The　FundamentaIs　of　Top　Management．New　York＿Evans－
　　　ton＿London工95工．p．188、
　　（3）E．，Potthoff，Persona1wesen，in：Hd　W．，Bd．I。，Betriebswirtschaft．K61n
　　　und　OpIaden，1958，S．100．
　　（4〕E．Petersen　and　E－G．P1owman，Business　Organization　and　Management
　　　4th　ed．，Homewood，1958，pp．376－78、
　　（5）　Sandig，a・a．0。，S．95。
　　（6〕　Fischer，a・a．O．，S．33・
　　（7）　Le　Couter，W一，Praxis　der　Bilanzkritik，Bd．2．1926，S．77乱
　　（8）　Davis，oP．cit一，P－188。訳222頁o
　　（9）山城章著，経営政策，最高経営政策論，白桃書房，昭和29年，第8章参照。
　　⑩　Newman，opI　cit．，pp．44－45一訳38－40頁o
　　⑪　Mellerowicz，a．a－O、，S－94ff．なお（3）の原則は，グーテンベルクのいう短期
　　　的な計画の調整法貝uに相当する　（Gutenberg，Untemehmens施hrung，a，a．O、，
　　　S．70　訳79頁）o
5．経営政策論の意味
　経営政策の研究は，どういうかたちですすめられるのであろうか。とりわげ
」経営政策研究の範囲と方法が，重た経営理論との関連性が，ここでとり上げら
れたげればならないであろう。ザソディッヒによると，「経営政策という概念に
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωふくまれる問題群を整理するさいに，四っの段階が生ずる」という。これらの四
っは・その範囲によって識別されるのであるが，ここでの問題にとって輿味深い。
1一重ず，最広義の経営政策とは，市場と経営に対する管理決定を実施するの
に適切な，一切の個々の措置（MaBnahme）をふくむ。この場合，目的設定と
しての政策と，目的のための適切な手段技法として技術のあいだの境界は，容
易に混同される。経営技法をもふくむような文献が，経営政策論と称されてい
るが，それはこのグルーブにはいる。
2一広義の経営政策は・一定の領域の目的設定と管理決定，ならびにそれらの
実施に必要な措置をふくむ。調達政策，財務政策，生産政策，販売政策という
レベルと，それぞれのなかで，たとえば財務政策の分野においては，資本調達
政策，運用政策，流動性政策，配当政策，信用政策というようなレベルである。
ある管理決定を経済的に実施するには，計画活動が必要である。措置そのもの
は，経営政策の性格をもってはいるが，個々の措置の叙述は，経営政策から経
営技術の領域にまたがることになろう。
3．狭義の経営政策は，各経営職能におげる意思決定をこえ，さらに個々の領
域における経営・管理をこえて，トヅプ・レベルの経営者の実際的な，また可
能な員的設定と意思決定，ならびにそれらの実施のための措置をふくむ。この
場合，全般的経営・管理に固有の問題が，とり上げられる。
4、最狭義の経営政策は，企業が経営され，また管理されうる実際上の，さら
に可能た基本観念ならびに基本方針をとり上げる。これは，経済のもっとも深
部で動く力，っまり理念を問題にすることにたろう。
　第一のかたちの経営政策は，ほとんど経営・管理の全体にひとしい。このか
たちで問題を論じるたらば，それは経営政策論というより，経営・管理論にな
ろう。ザソディヅヒはこうした方向の展開のなかに，政策論よりも，処方論に
かたむく危険をみ飢第二のものは，企業の特定の範囲。たとえぱ生産，販売，
財務のような一定の都門にかぎった目的設定と，その実施のための措置をふく
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む。この種の問題のとり上げ方は，生産政策論，販売政策論，財務政策論のよ
うなかたちになろう。この場合も，ザソディッヒは処方論にかたよる危険性を
指摘している。第三の，狭義の経営政策は，トップ・マネジメソトの目的設定，
意思決定を内容とす机第四の部類は，基本構想たいし理念の次元のものであ
る・山城教援はこれを政策に対する理論，実践理論だと規定している・
　ところでザソディッヒ自身は，これら四っの段階のうち，とくに狭義の経営
政策と，それから広義の経営政策をとり上げようとする。この場合，かれの意
図は，措置的，技術的問題をできるだげ排除しつっ，トヅプ・マネジメソトの
目的設定と手段の選択を，規範的立場から理論的にとり上げることにある。範
囲にかんするかぎり，小論における展開も，ザソディッヒのそれと同様であっ
て，狭義の経営政策と，広義の経営政策におよぶ。だがこうした範囲に’おいて，
目的を設定し，代替的手段の選択をおこなう経営者の行動の問題として経営政
策をとらえるとしても，オーエンスがのべているように，さまざまのアプロー
チが可能であり，実践科学的見地からすれぽ，ザ1■ディヅヒが意図するように，
措置的，技術的側面をきり落すことは，かならずしも妥当では淀い。またザソ
ディヅヒの場合，あとでふれるように，目的設定それ自体を科学的にとり上げ
ることには問題がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　オーエソスによると，経営政築論は四つのアプローチからおこなわれる。ひとっは，
政策の性格と，企業に対する貢献を扱うもので，企業の存在理由，企業の達成目的，経
営政策と目的達成との関係などが省察されることにた飢また政策は，それがいかに作
成されるかというアプローチでも，とり上げられうる。目的達成の方法，政策策定の手
順，意思決定の方法，目的と政策についての従業員に対する伝達ないし周知徹底の方法
などが言及されるのである。たお政策策定たどに関する，従業員・管理者の啓発の問題
も，この関連で考えられる。ところで経営政策は，だれが政策を策定たいし決定するの
か，という観点からもとり上げられる。主要政策はトップにより決定され，統制される
がために，株主および取締役会，杜長といったトップ・マネジメソトによる役割の間題
がみられることになる。株主の役割は，定款・定款補員uの承認権，取締役の選任権とい
った会杜に対する法律上の関係から一応とり上げられる。経営政策は生産，製品開発，
市場関係，人事管理のような，重要な活動領域のアプローチでも研究される。ただこの
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部門政策の研究は，だれが各領域の政策策定着であるか，いかにして政策が決定される
かという閥題のさいにはききにあげたアプローチと重複することにな乱
　ところでつぎの間題は，経営政策の研究が経営学のなかで，とりわげ経営理
論との関連において，どのような位置を占めるかということであ乱
　メレロウィヅチによると，「経営学のたかで，理論とならべて，まとまった
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1割体系の科学的経営政策をおくこころみは，非常にさいきんのことであり」，ザソ
ディヅヒのいうように，「経営学という学科において，理論と政策と技術の関
係というのは，今日もまだ十分には説明しがたい」のであって，この議論に二関
してたがい伝統をもっ経済学とは異なり，ここで一義的な解答をあたえること
は非常にむずかしい。
　経営学における理論と政策論にっいて，まずザソディヅヒは，その師ニヅクリ
ッシュと同じ規範経営学の立場に立ちながら，っぎのように考えている。すな
わち，経営理論は事実にっいての学（Lehr・von　den　T・tsachen），経営における
ザイソ（Sein）と経営の存立にとり本質的な市場におげるザイ川こかんする学
（その静的ならびに動的状況にっいての学）であるが，一方，経営政策論は目的
設定の学，自已の設定した目的のもとでの責任ある人間の行動（Hande1n　der
v・・antw・・tlich㎝Mensche・unter　selbstgeset・ten　Ziel㎝）の学，経営の指導の学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i4〕（Lehre　von　derF砒mngdes　Betriebes）である。ザソディヅヒやニヅクリヅシ
ュとって・すべて経営なるものは，自然過程と意識過程のジソテーゼである。
そこでシゴファその他の薯者のように，経営的思考を物的事象，いわゆる経
済的与件に隈定してしまうことには賛成しない。ザソディッヒによれば，経営
学は・ゾムバルトのいうrザイソと思考をできるだけ広汎に一致させるという
目的をもって，現実を愛憶をこめて包括し，存在者の意味を能うるかぎり忠実に
　　　㈲あらわす」ような経営・管理学・経営政策論を発展させたけれぱならないので
ある。この点で，ザソディヅヒの主張は，基本的には，レーマ：■が最広義の経
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω営管理学の発展にあたえようとしている目的と一致する。
　だがザソディッヒの立場はきわめて規範的であって，それはっぎのことぱに
よくあらわれている。「経営政策にっいての研究がしめすのは，まさに，個々
の場合にさまざまの拘束があるにもかかわらず，経営・管理においてば・自直な
意思のにない手が，自由な意思決定をおこたうということ・これら意思決定の
さいに，物的・法的事態は与件として利用されるが・意思決定は結局において
多かれすくなかれ良心をもつ人聞によってなされるということであ私政策ば
人間の共同生活に作用を及ぽすので，こうした良心の意思決定（Gewissensents－
　　　　　　　　17〕cheidung）を要する」。かれにあっては，経営政策の研究は，経営・管理の基本
的な在り方，つまり目的設定そのものを，根本的に研究することでなげれぱな
らない。「経営政策論というのは五経営・管理とはどういうものか。どういうも
のでありうるかをしめすこと，つ童り，その目的設定，その原因，制約，作用にお
いて，実際上の，また可能な管理決定をのべるものであって，一定の状況を利
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　帽〕用するための処方（Re・ept）をあたえるものではたい」。かれの科学的経営政
策は技術論（Kmstkhre）ではなくて，その基礎においても・理論の一部にす
ぎない。それは経営におげる管理決定の一理論である。だがその理論というの
は，さきにのべたような意味で，市場ならびに経営におけるザイソをこえるも
のである。たしかに目的を設定する行為には，価値判断がふくまれている。
　　　　　　　　　　　　　　　　．　．　　　　　　　　　　　　　19〕「意思決定は事実的内容とともに，倫理的内容を有している」のである。
　このようにザソディッヒは規範科学の立場に拠りながら，目的設定を内容と
する科学的経営政策の位置づげをおこなうのであるが，それに対し，このような
目的設定がはたして科学的に可能なりや否やという疑間が生ず乱ザソディッ
ヒの経営政策の考え方に対し，このような疑間を提起し・その規範科学的アプβ
一チを批判しっっ，別の意味で，また実践に対する奉仕を強調するのがメレロ
ウィッチである。かれによると，経営学は実践科学（p・・ktische　Wiss㎝schaft）
であり，実践的経営形成の規範・原貝u論（Norm㎝・Prinzipienl・hre　der　praktische皿
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　　　　　　　　　　　　　　　　　ωBetriebsgest・ユt㎜g）たらねぱならない。その研究領域は，組織的活動としての
企業の構成と・その経済遇程の経過にある。いうまでもなく，この領域は，杜
会全体および経済全体の多角的な事象と分ちがたい。二たとえぽ市場関係を顧慮
せずしては，合理的経営・管理にっいて認識できないであろう。だが一方にお
いて，経営学の認識目的にとっては，一般的な杜会的基盤や経済的基礎を考え
るだげではあきらかに不十分であ私メレローウィッチが指摘するところによる
と，経営学は個別企業の類型にかんする科学（einzelwi・t・cha舳・he　Typen）に
　　　　　　ωほかならない。かれによると企業には，経営・管理が正しかったか否かにかん
する明白な標識ナ経済性ないし収益性があるのである。このような内在的目的
は，杜会学にも経済学にも存在しない。経営学はこの内在的目的を認識目的と
している。たしかに，経済的ないし杜会的法則性を知るためには，理論が必要
である。抽象の過程を通じ，本質的ではたい影響要因が排除されるべきである。
けれども抽象にあたっては・経験対象との意味深いむすびっきがうしなわれて
はならない。認識のための認識は・経営学にとって意味がない。経営理論がと
りわけ意味深く有効であるのは，それが経営政策論を形成する用具とみられる
場合である。この視点から，企業現実の諸関連を認識し，それを体系的に整理
したけれぼならないのである。こうした意味において，経営理論は経営政策論
にとって不可欠であり，また前提となる。よき理論たくして，よき政策論ぱあ
りえないのである。たとえぼ，すぐれた原価理論は効果的な原価政策論の基礎
である。原価の本質，原価種類，原価の態様を知っていなけれぼ，コスト・
ダサン，原価賦課などαすぐれた方策をとりえないだろう。「経営政策論とい
うのは・理論から生ずる規範と原貝uを実践的経営生活に適用するものである。
……それは・経営者がいかに行動すべきか，指示と規則をあたえるものであり，
現実の行動とその結果が評価される規準をたてるものである」。
　たお，理論と政策論のあいだにおいて，こIうした関連をもたせるために，経営
学では，その補助的用具として，類型化め考察方法（typi・iemde　Betrachtmgs・
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　　　　　　　　　　　⑫WeiSe）が提口昌されてい飢この考察方法によるときは，高度の抽象化が避けら
れる一方，また細目にわたる記述も回避できる。っまり研究対象のもっとも重
要な事象のみをとり上げ・事象の類型化幸ここ台みるのであ私そしてr類型
論的研究によって，経営および経営生活の多様な現象形態が，管理決定にとっ
て重要な，本質的な変数に還元される」。なおオイケソにしたがうと，その場
合，理念型（Idg・Ityp）と実在型（Rea1typ）が区別される。実銭科学たる経営学
では，抽象化の程度のひくい類型，実在型を用い・る方が適切である。
　経営学において，類型化にはどのようなものが考えられるであろうか。ベソダー酢こよ
ると，経営着類型（0berleitertyp），経営類型（Betriebstyp），状況類型（Situationstyp）
　　　　　　　　匝勧の三っがあげられる。第一の類型は，これまでの経営政策的研究で，ほとんど顧りみら
れなかったが，きわめて重要なものである。同一の条件ならぱ，現況の維持または変更
のために下される意思決定は，経営老ごとに異なってくる。経験のうえで意思決定につ
よく影響している資性から，若干の経営者類型をつくり上げることが必要である。決定
デターミナソトとして経営者類型を考えることは，実際におこなわれる意患決定を理解
するさいに必要であ乱プラグマティズムの面からいうと，意思決定行動と経営老類型
のあいだの関係をあきらかにすれば，経営者に有益な自已批判をもうながしう私経営
類型については，たとえぱシーネットラーの事例があげられよう。かれは，原価計算の
目的から，生産技術上の視点にもとっき，大量生産経営，組生産経営，連続生産経営，
個別生産経営という識別をおこなってい乱経営類型に対するほかの標識としては，経
営規模，部門・資本・財産構成，組織構成たどがあげられよう。さいごに状況類型によ
っても，経験分野がせぱめられ私たとえぱ，経営内部の状況と，経営外部のそれが区
別される。また経営外部の状況は，経済秩序その他によって，いくつかのグループに分
げられよう。
　だがこのような類型化のこころみによって，経営政策的問題がすくなからず
解明されるとしても，すでにのべたように，とりわけ実践的た目的設定，経営
老のr個人的思惟および行動式の秘密」に，緒局において肉迫しえない点も，
また注意されなけれぽ孜らないであろう。われわれは理論的にこの限界を留意
Lながら，あとの意味での実践科学的見地から，経営政策的諸問題をとり上げ
なげれぱならないo
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